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東京都用品調達基金運用状況 
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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４１条第５項の規定により、

平成２８年度東京都用品調達基金の運用の状況を示す書類を審査した結果、

次のとおり、意見を付する。 

 

平成２９年８月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都監査委員 成 清 梨沙子 

同       高 倉 良 生 

同        友  渕 宗 治 

同       岩 田  喜美枝 

同       松 本  正一郎 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［凡例］ 

計数については、原則として、表示単位未満を切り捨て、端数調整をしていないため、合計等と一

致しない場合がある。 
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第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の期間 

平成２９年７月１４日から同年８月３１日まで 

 

２ 実地審査場所 

   会計管理局  

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 計数について 

知事から提出された東京都用品調達基金の運用状況を示す調書が正しく作成されているかを検

証するため、調書と関係帳簿及び証拠書類等とを照合した結果、調書の計数は誤りのないことが認

められた。 

 

２ 運用状況について 

本基金は、用品の購買、管理及び供給に関する事務を円滑かつ効率的に行うため、東京都用品調

達基金条例（平成６年東京都条例第１８号）に基づき平成６年４月に設置されたものであり、原資

額１億円で運用している。 

平成２８年度における基金の運用状況は、別表のとおり、供給決定額１２億６，２８３万余円、

用品調達額１２億６，１４２万余円となり、１４１万余円の剰余金が生じている。 

この剰余金は、東京都用品管理要綱（東京都用品調達基金条例施行規則（平成６年東京都規則第

４０号）の実施について必要な事項を定めたもの）第４に基づき単価を端数処理（円未満の端数が

あるときは１円に切り上げる等）した用品の供給決定額（供給価格）と契約による業者への支払額

である用品調達額との差であり、これを平成２８年度一般会計に繰り出した。 

また、１億円を原資とした預金利子２千余円を平成２８年度一般会計に計上したことから、平成

２８年度末における基金現在高は１億円である。 

本基金の運用は以上のとおりであり、適正に執行されている。 
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（別表）平成２８年度東京都用品調達基金運用状況 

 

１ 基金の総額  １億円 

 

２ 年度末現在 

                                                              （単位：円） 

預金 

（基金現金） 
(A) 

債権 

（未収金） 
(B) 

債務 

（未払金） 
(C) 

基金現在高 

（平成 29.3.31現在） 
(D)＝(A)＋(B)－(C) 

209,835,861 81,194,009 191,029,870 100,000,000 

 

３ 運用実績及び分類別執行状況 

（単位：円） 

分  類 
供給決定額 

(A) 
用品調達額 

(B) 
剰余金 

(C)＝(A)－(B) 

印 刷 物 53,787,268 53,748,920 38,348 

文 房 具 552,586,586 552,084,400 502,186 

用   紙 470,182,375 469,465,715 716,660 

雑   品 75,811,270 75,730,476 80,794 

什  器 110,467,475 110,391,333 76,142 

合  計 1,262,834,974 1,261,420,844 1,414,130 

（注）剰余金は、平成２８年度一般会計に繰り出した。 

 

４ 普通預金による資金運用 

                                           （単位：円） 

平成 28年度上期 

(A) 

平成 28年度下期 

(B) 

合  計 

(C)＝(A)＋(B) 

1,330 961 2,291 

（注）預金利子は、平成２８年度一般会計に計上した。 
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